
申立書記載例３ 

本案の開示命令の申立てと提供命令の申立てとを一通の書面で行う場合の記載例 

ただし、この記載例は、本案の開示命令の申立てにより開示を求める発信者情報に特定発信者

情報（プロバイダ責任制限法５条１項柱書、同法施行規則３条）を含む場合のものである。 

（収入印紙） 

 

発信者情報開示命令申立書兼提供命令申立書 

 

令和○年○月○日   

 

東京地方裁判所民事第９部 御中 

 

 申立人手続代理人弁護士   甲 野 太 郎  印 

 

   当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり 

 

発信者情報開示命令申立事件 

提供命令申立事件 

 

申立ての趣旨 

１ 発信者情報開示命令の申立て 

相手方は、申立人に対し、別紙発信者情報目録記載の情報 1を開示せ

                                                      

1  特定発信者情報に係る提供命令においては、①１個の侵害情報につき侵害関連通

信ごとに異なる複数のＡＰが現れる可能性があること、②侵害情報（特にアカウン

トの異なるもの）が複数になれば、侵害情報ごとにも異なるＡＰが現れる可能性が

あることに留意する必要がある。１個の申立てにおいて複数の侵害情報について複

数の侵害関連通信に係る発信者情報の提供命令を求めると、ＡＰが多数現れて期日

の調整等に時間を要するような事態も想定される。  

そのため、とりわけ特定発信者情報の提供命令の申立てに当たっては、提供命令

を求める侵害情報や発信者情報を適切に選別することが望ましい。  

本記載例は、あくまでサンプルとしての一例であるが、このような観点から、開

示命令及び提供命令を求める発信者情報を、１個の侵害情報について、当該侵害情

報の送信に最も時間的に近接したログイン通信に係るＩＰアドレス及びタイムスタ

ンプに限ったものとしている。  
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よ 

との裁判を求める。 

２ 提供命令の申立て 

別紙主文目録記載の裁判を求める。 

申立ての原因 

第１ 当事者 

１ 申立人は、（略）である。 

２ 相手方 2は、インターネットを利用してメッセージ等を投稿すること

ができる情報ネットワーク「〇〇」（以下「本件サイト」という。）を

設置、運営し、そのシステムを管理する外国法人である（甲○ 3）。 

 

第２ 発信者情報開示命令の申立て 

１ 侵害情報の流通 

  本件サイトには、氏名不詳者によって、別紙投稿記事目録記載の記

事（以下「本件記事」という。）が投稿された（甲○）。 

２ 開示関係役務提供者該当性 

  本件記事の投稿に係る情報は、相手方の用いる電気通信設備を通じ

て電気通信によって送信され、本件サイトにアクセスする不特定の者

によって受信されることとなる。 

したがって、相手方は、特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制

                                                      

2  いわゆるＳＮＳを運営する外国法人たるコンテンツプロバイダを相手方とする場

合の記載例である。特に、相手方が侵害情報の送信に係るＩＰアドレス等（プロバ

イダ責任制限法施行規則２条５号から７号までに掲げる情報等）を保有しておら

ず、プロバイダ責任制限法５条１項３号ロに当たる旨を主張して特定発信者情報の

開示を求める場合の記載例である。  
3  当該ＳＮＳの利用規約等に記載されたシステムの運営主体である外国法人の表示

と、後記の外国会社の登記に記載された外国法人の表示とが一致しない場合は、そ

の繋がりを示す資料が必要となることがある。  
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限及び発信者情報の開示に関する法律（以下「プロバイダ責任制限法」

という。）５条１項柱書に規定する特定電気通信役務提供者（開示関係

役務提供者）に当たる。 

 ３ 発信者情報の保有 

 相手方は、別紙発信者情報目録記載の情報を保有している。 

４ プロバイダ責任制限法５条１項１号ないし３号該当性 

(1) 権利侵害の明白性 

別紙権利侵害の説明記載のとおり 

(2) 開示を受けるべき正当な理由 

（略） 

(3) 補充性 4 

相手方は、本件記事の投稿者の氏名及び住所の両方を保有するも

のではない（甲○）。 

また、相手方は、本件記事の投稿に係る電気通信の送信に係る他の

開示関係役務提供者を特定するために用いることができる発信者情

報（本件記事の投稿に係る電気通信の送信に係るＩＰアドレス、移動

端末設備からのインターネット接続サービス利用者符号又はＳＩＭ

識別番号）のいずれも保有していない（甲○）。 

したがって、プロバイダ責任制限法５条１項３号ロに当たる。 

５ 小括 

よって、申立人は、プロバイダ責任制限法８条、５条１項に基づき、

別紙発信者情報目録記載の情報の開示命令を求める。 

 

                                                      

4  プロバイダ責任制限法５条１項３号ロに当たることを主張するためには、本文記

載のような主張で足り、相手方が同法施行規則４条所定の情報（電話番号、メール

アドレス等）を保有することを積極的に主張する必要はないものと解される。  
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第３ 提供命令の申立て 5 

別紙発信者情報目録記載１及び２の情報（いわゆるアクセスログの

情報）の開示命令による開示を待っていては、経由プロバイダにおける

アクセスログの保存期間を徒過し、上記アクセスログの情報を用いて

本件記事の発信者を特定することができなくなるおそれがある。 

補充性の要件については、前記第２の４(3)のとおりである。 

よって、申立人は、プロバイダ責任制限法１５条２項、同条１項に基

づき、別紙主文目録記載の提供命令を求める。 

 

附属書類 

１ 申立書写し １通 

２ 証拠説明書 １通 

３ 甲号各証の写し 各１通 

４ 相手方の資格証明書 6 １通 

５ 手続代理委任状 １通 

  

                                                      

5  本件は特定発信者情報の開示請求を含むため、プロバイダ責任制限法１５条２項

により、提供命令の申立てにおいても同法５条１項３号の補充性の要件の主張疎明

が必要である。  
6  外国会社の登記（会社法９３３条参照）があるときは、これによることができ

る。  
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（別紙） 

当事者目録 

 

〒○○○―○○○○ 東京都〇〇区○○町〇丁目〇番○号 

    申立人    〇 〇 〇 〇 

 

〒○○○―○○○○ 東京都〇〇区○○町〇丁目〇番○号 

          〇〇ビル〇号室（送達場所） 

     電話  ０３－○○○○－○○○○ 

     ＦＡＸ ０３－○○○○－○○○○ 

    申立人手続代理人弁護士    甲 野 太 郎 

 

○○○○国〇〇〇〇、〇〇〇州、〇〇〇、〇〇〇・ストリート、〇〇 

    相手方    〇 〇 〇 〇 

    上記代表者（日本における代表者 7）  〇 〇 〇 〇 

（送付先 8） 

〒○○○―○○○○ 東京都〇〇区○○町〇丁目〇番○号 

  

                                                      

7  相手方の日本における代表者が法人であるときは、当該法人の代表者（個人）の

記載を追加するほか、当該法人の登記事項証明書を提出する必要がある。  
8  相手方に対する期日通知書や各種裁判書の送付先を、本店所在地ではなく日本に

おける代表者の住所宛てとしたい場合の記載例である。  
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（別紙） 

発信者情報目録 9 

 

１ 別紙投稿記事目録記載の記事の投稿に用いられたアカウントにログイ

ンするために行った識別符号その他の符号の電気通信による送信であっ

て、相手方が保有するもののうち当該投稿と最も時間的に近接するもの

（以下「本件ログイン通信 10」という。）に係るＩＰアドレス 11 

２ 前項のＩＰアドレスを割り当てられた電気通信設備から相手方の用い

る電気通信設備に本件ログイン通信が行われた年月日及び時刻 

  

                                                      

9  この記載例は、プロバイダ責任制限法施行規則５条２号の侵害関連通信に係るＩ

Ｐアドレス（同施行規則２条９号）及びタイムスタンプ（同条１３号）の開示命令

を求める場合のものである。相手方の保有見込み等に応じて、同施行規則５条各号

のどの通信につき、同施行規則２条９号ないし１３号のどの発信者情報の開示を求

めるかを検討した上、事案に沿って的確に書き下す必要がある。  
10  上記施行規則５条１号、３号、４号の通信に係るＩＰアドレスの記載例として

は、以下のようなものが考えられる（あくまでサンプルとしての一例である。）。  

【記載例】  

１号 別紙投稿記事目録記載の記事の投稿に用いられたアカウントを作成するた

めに行った識別符号その他の符号の電気通信による送信であって、相手方が保有す

るもののうち当該投稿と最も時間的に近接するもの（当該投稿より前に行ったもの

に限る。以下「本件アカウント作成通信」という。）に係るＩＰアドレス  

３号 別紙投稿記事目録記載の記事の投稿に用いられたアカウントからログアウ

トするために行った識別符号その他の符号の電気通信による送信であって、相手方

が保有するもののうち当該投稿と最も時間的に近接するもの（以下「本件ログアウ

ト通信」という。）に係るＩＰアドレス  

４号 別紙投稿記事目録記載の記事の投稿に用いられたアカウントを削除するた

めに行った識別符号その他の符号の電気通信による送信であって、相手方が保有す

るもののうち当該投稿と最も時間的に近接するもの（当該投稿より後に行ったもの

に限る。以下「本件アカウント削除通信」という。）に係るＩＰアドレス  
11  ＩＰアドレスと組み合わされたポート番号の開示を求めるときは、末尾に「及

び当該ＩＰアドレスと組み合わされたポート番号」と加筆することが考えられる。  
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（別紙） 

投稿記事目録 12 

 

閲覧用ＵＲＬ http://○○○  

投稿日時 ○○年○○月○○日○○時○○分 

投稿内容 ○○○ 

  

                                                      

12  投稿記事を特定するため必要な要素は、相手方の運営するサイトごとに異な

る。例えば、特定要素として投稿内容が不要なサイトもあれば、ユーザー名ないし

スクリーンネームの記載が有益となるサイトや、閲覧用ＵＲＬに加えて投稿者ＵＲ

Ｌをも要するサイトもある。  
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（別紙） 

主文目録 

１ 相手方は、申立人に対し、次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、

当該イ又はロに定める事項を書面又は電磁的方法により提供せよ。 

イ 相手方が、別紙発信者情報目録記載の情報 13のうち相手方が保有する

ものにより、別紙投稿記事目録記載の情報に係る他の開示関係役務提

供者（当該情報の発信者であると認められるものを除く。以下同じ。）

の氏名又は名称及び住所（以下「他の開示関係役務提供者の氏名等情

報」という。）の特定をすることができる場合 当該他の開示関係役務

提供者の氏名等情報 

ロ 相手方が、別紙発信者情報目録記載１ 14の情報を保有していない場合

又は保有する当該情報により上記イに規定する特定をすることができ

ない場合 その旨 

２ 相手方が、前項の命令により他の開示関係役務提供者の氏名等情報の

提供を受けた申立人から、申立人が当該他の開示関係役務提供者に対し

て別紙投稿記事目録記載の情報についての発信者情報開示命令の申立て

をした旨の書面又は電磁的方法による通知を受けたときは、相手方は、

当該他の開示関係役務提供者に対し、別紙発信者情報目録記載の情報 15の

うち相手方が保有するものを書面又は電磁的方法により提供せよ。  

                                                      

13  特定発信者情報の開示請求をしている場合、プロバイダ責任制限法１５条２項

による読み替えにより、主文目録１項イで参照する情報が開示命令申立てに係る特

定発信者情報に限られる。特定発信者情報でない電話番号等を含めて開示命令申立

てをするときは、「別紙発信者情報目録記載１及び２の情報のうち…」などと、特

定発信者情報に限定した記載をする。  
14  主文目録１項ロの参照対象は、開示命令申立てに係る発信者情報のうちプロバ

イダ責任制限法施行規則７条所定のものに限られる。本記載例では同条１号イによ

り同施行規則２条９号ないし１２号の情報のうち開示命令申立てに係るものを記載

する。タイムスタンプ（同条８号又は１３号）は、１項ロでは常に対象外となる。  
15  主文目録２項の対象となるのは上記施行規則２条５号ないし１４号の情報に限

られ、同条１号ないし４号の情報は対象外と解されることに注意する。  
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（別紙） 

権利侵害の説明 

 

次のとおり、本件記事の投稿によって申立人の名誉が侵害されたことが

明らかである。 

１ 本件記事において言及されている〇〇が申立人を指していること（同

定可能性） 

（略） 

２ 本件記事の投稿により申立人の社会的評価が低下したこと 

本件記事は、申立人が……との事実 16を摘示するものであって、申立人

が……であるとの印象を与えるから、申立人の社会的評価を低下させる

ものである。 

具体的には…（略） 

３ 本件記事の投稿につき違法性阻却事由の存在をうかがわせる事情がな

いこと 17 

（略） 

以上 

                                                      

16  事実の摘示による名誉毀損と意見論評による名誉毀損とでは、判断枠組みが異

なる。当該記事が、証拠等をもってその存否を決することが可能な他人の事項を主

張するもの（当該事項について事実の摘示をするもの）と理解されるか否かに留意

し、事実の摘示と意見論評の主張とを区別する。  
17  この要件は申立人が主張立証すべき事項である。  


